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求職者をターゲットに
関係人口および就業・移住に繋げる効果的な手法

ディップ株式会社
地方創生事業開発室
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自己紹介
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ディップ株式会社
地方創生事業開発室 室長 竹内和喜

就職氷河期世代で、当時は地元に就職先が少なく上京。
1997年リクルートフロムエー（現リクルートジョブズ）入社
東京都心部の中小企業・上場企業の様々な業種の求人広告営業を経験
2006年ディップ株式会社入社
北関東地域の統括責任者として従事中、地方の就労課題に直面
したため地方創生事業開発室に移動し室長に就任。
全国の自治体と、就業・移住支援施策を推進中。

谷戸田の土手の草刈り

奥松島体験ネットワークでの操船体験

ディップ株式会社
地方創生事業開発室 マネジャー 冨樫良樹

就職氷河期世代、大学卒業後は有期雇用（WEBディレクター）で
音楽活動を。その後ディップ株式会社に入社し自社求人媒体バイトルの
企画ディレクションを担当。
バイトルへの「しごと体験・職場見学」などのサービス企画に携わる。
バイトルユーザーへのインタビューや友人のUIJターンを見届ける中で
地方就労の課題を実感し地方創生事業開発室にて全国の自治体と
就業・移住支援施策を推進中。
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ディップ株式会社について

会社概要

Labor force solution company
人、AI・RPAの両面から企業を支援する「労働力の総合商社」として、労働力の問題を解決します。

パート・アルバイト（有期雇用）の働き手と
企業とのマッチングを行うサイトを運営

社名 ディップ株式会社
設立 1997年3月

主な運営媒体 バイトル はたらこねっと
ナースではたらこ バイトルNEXT

資本金 1,085百万円 （2020年2月末現在）
上場取引所 東証一部（2013年12月12日）
従業員数 2,235名（2020年4月1日現在の正社員）
代表取締役 代表取締役 兼 CEO 冨田英揮

本社所在地 東京都港区六本木3-2-1
六本木グランドタワー31F

拠点
関東21拠点、北海道・東北2拠点、東海5拠点、
関西6拠点、中国・四国1拠点、九州2拠点
合計37拠点

事業概要

『 労働力の総合商社 』として、求人広告を通
じた人材採用の支援に加え、AI・RPAを活用し
たサービスの開発及び提供を行う事業
有料職業紹介事業許可番号 13－ユ－303788
職業紹介優良事業者認定番号 第1702019（02）
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はじめに
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全国の地域にて生産年齢人口の減少により、
地域社会の担い手減少・地域経済・産業の縮小が始まっております。

一方、都市部ではコロナ禍などによる雇止めや、リーマンショックや氷河期世代をはじめとする
不本意非正規の方々など正規雇用への就業意欲が高く移住にも興味を持つ方々が増えております。

弊社では有期雇用の働き手と企業とのマッチングを行うサイトを運営しており、
地域内に限らず、首都圏など都市部の有期雇用の求職者と各地域との出会いの創出・就業支援を
行うことで就業を通じた移住者の増加、地域社会の担い手として期待できる関係人口の
創出・拡大に取り組んでおります。
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（参考情報）有期雇用の求職者と地域企業の動き
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・引用： 日本経済新聞電子版 2021年1月17日掲載記事より
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOFE121OX0S1A110C2000000

・引用： 日本経済新聞電子版 2021年1月24日掲載記事より
https://www.nikkei.com/article/DGKKZO68467670T20C21A1EA1000

（有期雇用の求職者）

パート・アルバイト女性コロナで実質失業90万人

(地域企業)

地方 コロナ逆手に採用増

パート・アルバイト女性 コロナで実質失業90万人

新型コロナウイルスの感染拡大を受け、2度目の緊急
事態宣言が出た。
女性を中心に雇用環境悪化が懸念されている。
野村総合研究所の武田佳奈上級コンサルタントは、
仕事が激減したにもかかわらず経済支援を受けてい
ない「実質的失業者」はパート・アルバイト女性で90
万人と推計。
より多くの人に支援を届ける施策が必要と話す。

地方 コロナ逆手に採用増
食品やスーパー、巣ごもり好調で 大都市への集中
緩和期待

慢性的な人手不足に悩む地方企業がコロナ禍を逆
手にとり、採用拡大に動いている。巣ごもり消費が好
調な食品やスーパーといった業種や、脱炭素の動きを
捉えた製造業の採用意欲が高い。職を求めて大都
市から地方へ移る人の流れが広がれば、東京一極集
中などの緩和にもつながりそうだ。
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弊社の取り組み概要
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有期雇用の求職者の方をターゲットに地域の仕事（求人）を通じた
関係人口の創出・拡大を支援しております

地域のファンとなり関係人口となるきっかけ作りを支援
（継続的なオンラインイベント開催など）

A
（認知）
地域を想起

I
（興味）
面白そう！

D
（欲求）

地域との関りを持ちたい
地域のファン化

M
（記憶）

継続的な接点・関り
関係人口化

A
（行動）

地域への居住
収入・仕事への不安

就業体験など含めた地域への訪問や
求人広告を通じた就業支援など

心理
ステップ

取組
概要

※図の引用：総務省 関係人口ポータルサイト 「関係人口とは？」のページより
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事例ご紹介
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福井県様：「幸福度NO.1」のヒミツに迫る！福井県オンラインツアー を開催

【プログラム概要】

・地域魅力紹介
動画や生中継での現地紹介、先輩移住者のトークショーなど

・求人企業のご紹介
事前に撮影したインタビュー動画や求人企業担当者によるPR

・リアルタイムでの質疑応答を実施

・移住制度や就業支援サービスについてご紹介

※動画については本イベント用にすべてオリジナルのものを用意 中継をつないでの地域の魅力紹介

福井県のご担当者様を交えて
和やかなオンラインツアー

過去2回の開催で のべ138名の方に
ご参加いただいております
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福井県オンラインツアー＿結果サマリー

Q.今後、福井県とどのような形で関わりたいと思いますか？（マルチアンサー）

福井県へ訪問されたいという方が約7割
具体的なイメージを持ち多くの方が地域のファンに

68%
33%

31%
28%
28%

24%
21%

16%
16%

12%
11%

9%
9%

7%
7%

2%

訪問したい
セミナー/イベント/お祭り等に参加

地域の情報収集
仕事探し（本業）

お試し移住制度の活用（自治体所有の物件に短期滞在できる制度）
地域の方々との交流（メール・SNS等含む）

ふるさと納税寄付
物件探し

ボランティア参加
地域おこし協力隊への応募

婚活
自治体や関連機関への相談

副業探し
地域での起業
二地域居住

その他

※（参考）2021年3月までの事業となりますが、すでに本事業を通じて
東京から福井県内の企業に就業し移住された方も確認されてます。
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弊社の取り組みのポイント

 就業意欲が高く移住への興味関心も高い有期雇用の求職者が
ターゲット

 ターゲットの興味関心を軸としたコンテンツにより
地域のファンとなり継続した関りを望む方を多く創出

 それぞれの心理ステップに沿ってオンラインイベントからリア
ルツアー・就業支援の実施により関係人口の創出・拡大、就業
を通じた移住者の増加へ
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有期雇用者の移住動向調査

【2020年6月 移住動向調査アンケート概要】
・アンケート実施期間：2020年6月17日(水)～2020年6月28日(日)
・対象者：バイトルに登録いただいている会員
・有効回答数：6,858名
※本集計では「現住所が東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県に在住」かつ
「現在の雇用形態を契約社員、派遣社員、アルバイト、パートタイマーと回答された学生以外の方」
1,057 名の回答データを集計
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Q.地方移住に興味がある、地方移住を具体的に考えている理由を教えてください。 (MA)

地方移住を考えている理由

自然の多い環境など都会にはない
「生活の質」の向上を希望している

※地方移住に「おおいに興味がある」「どちらかというと興味がある」と回答された方(n=628)

61%

49%

45%

32%

31%

19%

17%

15%

14%

14%

10%

10%

8%

7%

4%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

自然の多い環境で生活したい

ゆとりのある間取りで生活したい

家賃や土地代など住居にかかるコストを下げたい

物価など生活コストを下げたい

満員電車での通勤をやめたい

現在の仕事を辞め新たな仕事に就業したい

子育てしやすい環境で生活したい

密集している都市部での災害に不安がある

地方でテレワークを活用したい

新型コロナウィルスなどの感染症にかかるリスクを下げたい

(Uターン)親類の近くで暮らしたい

地方の課題解決につながる仕事をしたい

親類や友人・知人と少し距離をおきたい

(Uターン)帰省先や出身地を活性化させたい

その他

(Uターン)家業を継ぐため
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8%

18%

37%

36%

0% 20% 40%

はっきり決まっている

いくつか具体的な候補がある

なんとなく興味のある地域がある

特にない(イメージできていない)

18

Q.地方移住したい場所（移住候補地）は決まっていますか？ (SA)

移住候補地

移住に興味ある方の73％は
具体的な移住候補地がイメージができていない

※Q1でおおいに興味がある、どちらかというと興味があると回答された方
(n=360)

(参考)昨年のアンケート結果

移住候補地として具体的なイメージを持っていただく取り組みが重要

※地方移住に「おおいに興味がある」「どちらかというと興味がある」と回答された方(n=628)

9%

28%

40%

24%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

はっきり決まっている

いくつか候補はある

なんとなく興味あるところはある

特にない(どこでもいい)73％
64％
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59%
49%

43%
35%

27%
25%

21%
20%

19%
18%

15%
14%

13%
13%

11%
9%

8%
6%

3%
1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

就業できる仕事がみつかるか
移住先のコミュニティになじめるか

転居費用
生活コスト全般

医療機関や介護サービスの充実度
公共交通機関の利便性

車の運転
虫や動物などの多い環境

商業施設/遊興施設の充実度
自然災害

今の交友関係を崩したくない
家族から理解を得ること

自治体の支援制度
どのように移住の情報収集をすればよいかわからない

市役所や公園等、公共施設の充実度
移住候補地を見つけられない

公的な教育機関(学校等)や保育所等の充実度
今の仕事をやめたくない

特にない
その他
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Q.地方移住にむけた不安や懸念事項などがあれば教えてください。(MA)

地方移住にむけた不安や懸念事項

「仕事」と「地域のコミュニティ」に対する不安が多い

※地方移住に「おおいに興味がある」「どちらかというと興味がある」と回答された方(n=628)
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移住興味＿まとめ

 一都三県の有期雇用者の約6割が地方移住に興味あり

 地域との関わりに対する希望がある一方で、73%が具体的な
地域イメージができておらず理想とのギャップが発生

 やってみたい「仕事」、信頼できる「地域コミュニティ」に
対する不安が高い

仕事や地域コミュニティに対する不安を払拭できれば
地域のファンとなり継続した関りを望む方を

多く創出することが可能
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おわりに

今回掲載した事業以外の事業実施例もございます。
ご質問、ご相談などはお気軽に以下までお問い合わせください。

（ご相談は以下より）
ディップ株式会社
営業企画統括部 地方創生事業開発室

・担当：竹内、冨樫、津田、井戸、梅原
・電話番号：050-3850-5585
・メールアドレス： r2d2-all@dip-net.co.jp
・〒150-0043 東京都渋谷区道玄坂1-10-7 五島育英会ビル5F

有期雇用の求職者の方々をターゲットとした施策を
ぜひ弊社と一緒に取り組んでみませんか？
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APPENDIX



P Corp    24

福井県様：特設ページ全体像
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Wワークに対する意向調査結果

ディップ総合研究所
・WEBアンケート実施期間：2020 年7月30日～8月4日
・調査方法：WEBアンケート
・対象者：雇用形態を正社員、契約社員、派遣社員、パートアルバイトと回答された方
・回答数：14,863サンプル
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東京圏在住者の地方移住の意向

内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部事務局
移住等の増加に向けた広報戦略の立案・実施のための調査事業
・WEBアンケート実施期間：2020 年１月 30 日～２月３日
・対象者：東京圏（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）在住者
・回答数：10,000サンプル

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/pdf/ijuu_chousa_houkokusho_0515.pdf
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有期雇用者の移住動向調査

【2020年6月 移住動向調査アンケート概要】
・アンケート実施期間：2020年6月17日(水)～2020年6月28日(日)
・対象者：バイトルに登録いただいている会員
・有効回答数：6,858名
※本集計では「現住所が東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県に在住」かつ
「現在の雇用形態を契約社員、派遣社員、アルバイト、パートタイマーと回答された学生以外の方」
1,057 名の回答データを集計
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Q.地方の仕事や地域の魅力について、実際に移住された方などから生の話が聞ける
オンラインイベントが開催された際、参加してみたいですか？ (SA)

オンライン移住イベントへの興味

70％の方がオンライン移住イベントに前向き

18%

52%

25%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

おおいに参加したい

どちらかといえば参加したい

あまり参加したいとは思わない

全く参加したくない

※地方移住に「おおいに興味がある」「どちらかというと興味がある」と回答された方(n=628)
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Q.移住先ではどのようなお仕事をご希望されますか。(MA)

移住先で希望する仕事

前職と同じような仕事を希望される方は少なく
地域のファンになっていただくことで
仕事の選択肢が広がる可能性が高い

34%

31%

22%

19%

16%

13%

9%

9%

2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

観光業のような地域の魅力を伝えるサービス

特にこだわりはない

伝統工業の継承など地域に密着した地場産業

何か新しいことを自分で起こす(起業)

わからない

農林水産業のような地域の特徴がある一次産業

農林水産業の新たなビジネス化（六次産業）

前職と同じような仕事

その他

※地方移住に「おおいに興味がある」「どちらかというと興味がある」と回答された方(n=628)




